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1． 原子力発電の 魅力と核燃料サ イ クル

　 日本 に お け る エ ネル ギ ー消費量 の 約 8 割 は 輸 入 に 依

存 して お り，特 に エ ネ ル ギ ー
消費量 の 約 6 割 を 占 め る

石油 は 99％以上 を輸 入 して い る の が 現状 で あ る。化石

資源 へ の 過度の 依存 は，エ ネル ギ
ー

セ キ ュ リテ ィ
ーと い

う国家の 安全保障上 の 問題 に 加 え て ， 酸性雨 や地球温暖

化 な ど に み られ る地 球規模で の 環境問題 の 観点か ら も問

題が あ る。核 エ ネル ギ
ー

は 核分 裂 を 利 用 す る もの で あ る

が ，ウ ラ ン 235原 子核
一

つ の 核分裂 で 発生 す るエ ネ ル ギ

ー
は約200MeV （1eV ＝1，6x10 −19　Joule）で あ る 。

一

方，メ タ ン 1分子 が 燃焼 す る 際 に 発生す る エ ネル ギ
ー

は 約10eV で あ るの で こ れらの 間に は数桁の 違 い が あ る。

逆 に 述べ る と，核 エ ネル ギーで は，単位 エ ネ ル ギー
発生

当 た りに 必 要 な 燃料 の 量 が極 め て 少 な い （石 油火 力 発電

の46000 分 の 1 以 下，石 炭火力 の 73000 分 の 1以下）

こ とが 大 きな長所 で ある。しかし，放射線 や 核 に対 す る

不安 の た め に原子力 エ ネル ギ ー
の 社会的受入 れ に つ い て

は や や 逆 風 的 な面 が ある こ とは事実で あ る。しか し，そ

れ は地球環境問題 や 将来 の エ ネ ル ギー
問題 を 真剣に かつ

客観的に考慮した結果 で な い こ とが やや もす ればあ る。

石炭，石油，LNG とい う化石燃料 に お い て は炭酸 ガ ス

に よ る地 球温暖化 を 深刻 に 考 え る べ きで ある。図一 1は

プ ラ ン ト寿命30年間 に 発生 す る 全 CO2 量 を そ の 間 の 発

電電力量 で 割 っ た もの で ある。こ の 図より地球温暖化防

止 と言う観点 よ りの 原子 力 の優位 さ は 明白で ある。一
方，

太陽，風力，地 熱な どの 再 生 可能エ ネル ギ
ー

は ク リ
ー

ン

な エ ネ ル ギ
ーと して は魅力的 で あ る が，必 要 な電 力 の 中

で 実際に こ れ らに よ り ど こ ま で 供給可能 か につ い て 客観

的 な評価を考 え る と慎重 に な らざ る を得な い
。 した が っ
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図一 1　 発電 シ ス テ ム の 温 暖 化影響

　 　 　 （内山洋司著 「
．
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図
一2　 100万 kW の 原 子 力 発電 所 を 1年 間運 転 した 場

　 　 　 合 に 核燃料 サ イク ル か ら発 生 す る廃棄物量

　 　 　 〔「高 レベ ル 放射性廃棄物処分 に 向け て の 基本的 考 え方

　 　 　 に つ い て 」 （原子 力委 員会　平 成10年 5 月））

て，適正 規模 で の 原 子 力発電 の 利用 は，我が 国に お け る

エ ネル ギー
源 の 多様化 と地球環境 との調和 とい う観点か

ら必 須で あ る。

　原子力発電所 に お い て は核燃料 を 燃焼 （核分裂） さ せ，

熱 エ ネル ギ
ー

を介 して 電気 エ ネル ギーを発生す る 。 原子

力発電所以 外 に図
一 2 に示す よ うなウラ ン 濃縮工 場，燃

料加工 工 場，再処理工 場が核燃料 サ イ ク ル を構成 す る 。

電 気 出 力 100万 kW （熱出力約300 万 kW ）の 原子炉 （軽

水炉）中 に は 約 100 トン の核燃料 が装荷さ れ て い る 。
1

年に 1度原子炉 の 定 期検査 が あ り，そ の と き同時 に ウ

ラ ン 235が 約 3％ に 濃縮 され た新燃料約25 トン が装荷 さ

れ る 。 ほ ぼ 同 量 の 燃料 （使用済 み 燃料）（ウ ラ ン 235の

濃縮度 は 1％程度 に 低下） が 同 時 に 取 り出 され る。こ の

使用 済み 燃料中 に は 約0．2 トン の プ ル トニ ウム が 含まれ

て い る 。 ま た，核分裂 の破片 お よ びそ の 放射性崩壊物で

あ る核分裂生成物 と，ウ ラ ン の 中性 子吸 収 ＋ 崩壊 に よ っ

て 生 じた 超 ウ ラ ン 元 素 が含 まれ て い る。再処理 工 場で は

こ の使 用済み燃料 よ りウ ラ ン とプ ル トニ ウム が取 り出さ

れ再利用 に 供される。

　25 トソ の 3％濃縮 ウ ラ ン を作 る の に必要な 天 然 ウ ラ ン

（ウ ラ ソ 235の 割合 は 0．72％） の 量 は約 160 トン で ある。

図 に示 され て い な い が ウ ラ ン 濃 縮 の 後 ，燃 料 加 工 工 場 に

て酸化 ウ ラ ン の ペ レ ッ トを作 り，こ れ を燃料 ピ ソ に 装荷

　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
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した 後，束ねて 燃料集合体を作成する。

2． 放射性廃棄物の 発生

　放射性廃棄物は原子 力発電所を含む燃料 サ イ クル の 各

行程 で 発生 す る 。 そ の うち ， 主 な もの は原子力発電所 で

主 に 発生す る低 レ ベ ル 放射性廃棄物 と再処理 工 場に て 発

生 す る高 レベ ル 放 射 性 廃 棄 物 で あ る。放 射性 廃 棄 物 の 分

類 と して ，極低 レ ベ ル ，低 レベ ル ，中 レ ベ ル ，高 レ ベ ル

等に放射能レベ ル で 区分 け す る の も
一

つ で は あ るが，明

確な基準 として 世界的 に 認め られた もの は ない 。 それ よ

りも処分の 観点 で 分類され る こ とが多 く，日本 で もその

よ うな 考え 方 に 近 い。

　原子力発電所等よ りの低 レベ ル 放射性廃棄物は，放射

線管理区域で 使用 した衣服 の 洗濯廃液や ， 除染 に使用 し

た器材，放射化 の 程度 の低 い 機器 の交換器な どで あ る。

こ れ らは 濃縮減容，焼却，な どの 処 理 を受け た後固化

（セ メ ン ト固化，ア ス フ ァ ル ト固 化） さ れ サ イ トに て
一

時保管 の 後適切な処分 が 行われ る。 こ れ らの 低 レベ ル 放

射性廃棄物 の 起源は物理的 に 見れば核分裂生成物 と，中

性子 との 核反応 に よ る放射化生 成物で あ る。核分裂 生 成

物 は燃 料ペ レ ッ ト中 に ，一
部は ペ レ ッ トよ り移行 し燃料

ピ ン 内の す き間 に 存在する 。 も し燃料被覆管 に ピ ン ホー

ル があ っ て，核分裂生成物が冷却水 へ 移行 したとき，冷

却水 の 漏洩 な どに 伴 っ て タービ ソ 室 な ど に低 い レベ ル の

汚染 を 引 き起 こ す 可 能性 が あ る。ま た，燃料加工 中に 燃

料被覆管の 外 部 表 面 が燃 料 で 汚 染 さ れ て い る とす る と，

それらが原子炉中で 核分裂 し核分裂生成物 が 冷却水中に

移行す る こ とに な る 。 ま た，放射化 した腐食生成物が冷

却水中に 移行 し，冷却水 の 漏洩等を通 して ，原子炉施設

の 低 レ ベ ル 汚 染 に つ な が る こ とが あ る。さ ら に，中性 子

に よ っ て 放射化され た 機器 や，放射化生成物 や 腐食 生 成

物が冷却 水 中 を移行後付着 した 機器 の取替 え に よ っ て も

低 レベ ル の 放射性廃棄物 が 発生する。

　高 レベ ル 放射性廃棄物とは，使用 済 み燃料 の 再処理 工

程 に お い て ，燃料 と して 再利用 され る ウ ラ ソ とプル トニ

ウム を分離 ・回収した後に残 され る極 め て放射能 レ ベ ル

の高 い 廃液 に ， 同工 程 か ら発生す る処理廃液の
一

部 を 加

え た廃液 お よび固化体 を指 す。高 レベ ル 放射性廃棄物 に

は，（1）気体 を除 く核分裂生 成物 の 大部分，（2）未 回収 の ウ

ラ ン とプル トニ ウ ム ，（3）そ の 他の 超 ウ ラ ン 元 素 の大部分，

（4）鉄やニ ッ ケ ル ，コ バ ル トな ど材料 の 腐食 に起因 す る も

の，（5）ナ トリウ ム や カ ドリニ ウ ム ，ホウ素な ど溶媒やプ

ロ セ ス 添 加物に起因す る もの な どが含 ま れ る。ち な み に，

使用 済 み燃料 を再処 理 す る こ とな く直接処分す る こ と を

検討して い る ア メ リ カ ， ス ウ ェ
ーデソ ，カナ ダな どに お

い て は，使用済み燃料自体を高 レベ ル 放射性廃棄物 と定

義して い る 。

　 こ の ほ か に もい くつ か の 種類の 放射性廃棄物 が発生 す

る。一
つ は ，α 核種 の 放射能濃度 が 区 分 目安 値 （約 1

GBq1 トン ） よ り も高 く浅 地 中処 分以 外 の 地 下 埋 設 処 分

が適切 と考 え られ て い る TRU 廃棄物 で あ り，再処 理 工

場や MOX （ウ ラ ン ， プル トニ ウム 混合酸化物）加 工 工

2

場 よ り発 生 さ れ る。TRU 廃棄物処 分 方策 に つ い て は現

在，電力会社，動力炉
・
核燃料開発事業団 に よ り検討 が

行 わ れ て い る が，低 レベ ル 放 射 性 廃棄物 よ り深い 地 下 で

の 処分が検討され て い る。また，濃縮
・
転換

・
成形加工

工 程 な どか ら発生 す る ウ ラ ン 廃棄物 が あ る。こ れ らの処

分方法 に つ い て は現在予備的 な検討 が 進ん で い る段階で

あ る が，天 然 に存 在 す る ウ ラ ン お よ び そ の 崩壊 に よ り生

じる 娘核種 との 関係で の 検討 が重 要 と考 え られ る。ま た，

い わ ゆ る低 い レベ ル の 放射性 廃棄物 に は 原子力発電所 よ

り発生 す るもの 以外 に 様 々 な もの が 含 ま れ る 。 RI を利

用 して い る 事業所 （医療，線源利用等） か らは RI が付

着 した試験管，注射器，ペ ーパ ータ オ ル や 使 用 済 み の密

封線源 が廃棄物 （RI 廃棄物） と し て 発生 して い る 。 ま

た，研究機関 ， 大学 ， 民間企 業等 に お い て は 実験 で使用

した 手袋や ペ ーパ ー
タオ ル ，廃液等 が 廃棄物 （研究所等

廃棄物）と して 発生 す る。 こ れ らの ，RI ・研究所等廃

棄物の 処理 お よび処分 に つ い て の 基本的考 え 方が 原子力

委員会 に おい て 検討され て い る 。 廃棄体 を放射能濃度等

に応 じて 区分を行 い ，各区分 に応 じた 適切な処分施設を

設置 して 処分施設 （人工 バ リ ア ）や 周 辺 土壌等 （天然パ

リア ） に よ り 放 射 性 物質等 の 生 活 環境へ の 移行 を 抑制す

るこ とが考 え られる。す なわち，低 レベ ル 放射性 廃棄物

で は コ ン ク リ
ー

トピ ッ トに よ る方式，極低 レ ベ ル 放射性

廃棄物 の 場合 は 素掘 り処分方式等 で あ る。

3． 放射性廃棄物の 処理および処分

　こ れ らの様々 な放射性廃棄物 に つ い て 処 理 お よび 処 分

に むけ て の 検討 の現況は様 々 で ある 。 原子力発電 所 よ り

発生 す る 低 レベ ル 放射性廃棄物 の うちコ ン ク リ
ー

ト等 に

均質 に 固化 され た もの に つ い て 青森県六 ヶ 所村 で の 浅地

埋 設 処 分 が 数年前 よ り実施 さ れ て お り，既 に ドラ ム 缶約

11万本の 処分 が 行 わ れ た 。 そ こ で の 処分方法 は ，地下

数 m の と こ ろ に コ ン ク リ
ー

トピ ッ トを作成 し，なか に

ドラ ム 缶 を積 み，そ の 間 にセ メ ン ト系充填材 を 流 し込む

もの で あ る。さ らに コ ン ク リ
ー

トピ ッ トの 上 お よび 側面

に はベ ン トナ イ ト混 合 土 を巻 き，さ らに そ の 上 に 厚さ約

4m 以上 の 覆土で 覆 う。原子力発電所等 よ りは 均質低 レ

ベ ル 放射性廃棄物以外に雑固体や金属類 の 低 レ ベ ル 放射

性廃棄物が考えられる。こ れ ら につ い て は 基 本的 に は 同

様 な 処 分 方 法 で 可 能で あ る こ とが 原 子 力安全委員会 で の

検討 で 示されて い る。低 レベ ル 放射性 廃棄 物 の 範疇 に 入

る もの の ，原 子 炉の 解体時 に 発生す る炉内構造物 が あ る。

こ れらは ，ガン マ ，
ベ ー

タ放射能濃度が 現行の 政令濃度

上 限値を超 え，現在六 ヶ 所村 にて 行われ て い る方式 の ま

まで は 適切 で な く，さ らに，天然 バ リア 性 能 を高 め た 方

式が 原子 力委員会で検討 され て い る。一
方原子 力 発電所

等 より発生す る低 レベ ル 放射性廃棄物に は放射能濃度が

極 め て 低 い もの （コ ソ ク リ
ー

ト，金属等）が あ り ， こ れ

に つ い て は トレン チ に 埋 設 す る こ とが合理的 と考 え られ

る 。 さ らに 放射能濃度 の 低 い 廃棄物 に つ い て は放 射 線防

護 の 観点 か ら特別 な配慮 を必要と しな い 放射性物質の 濃

度 （ク リア レ ン ス レ ベ ル ）を定め合 理 的 な 対応 を考え る

　 　土 と基 礎，46− 10 （489）
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こ とが 国際的 に検討され て い る。我が 国に お い て も，原

子 力安全委 員会 に おい て ，当面，原于 炉施設 か ら発 生 す

る固体状 の 廃棄物 を 対象と して ，ク リア レン ス レ ベ ル の

設 定 に つ い て 検討 が 行わ れ て い る。

　 放射性廃棄物 の 発生 量 は 図
一 2 に 示 す とお りで ， 100

万 kW の 原子力発 電所を 1 年 間 運転 した 場合，原子力

発電所 より発生 す る低 レ ベ ル 放射性廃棄物 は 200　1の ド

ラ ム 缶約800本，高 レ ベ ル 放射 性 廃 棄物 は 1001の キ ャ

ニ ス タ
ー

に 固化 さ れ た ガ ラ ス 固化体 で 約30本 で あ る 。

1996年11月現在 ， 我が国 で の 51基 の 原子力発電所が稼

動 し ， 総発電容量 は 4　271．2万 kW に 達 して い る 。 こ れ

は，年間約 1300体 の ガ ラ ス 固 化 体 が 発生 す る 計算 とな

る。こ れ らを 他の 廃棄 物 と比 べ る こ とは 興味深い
。 日本

人
一

人 当た りが 1年 間 に 発生 す る廃棄物 の 量 は 平成 2

年度の 統計 に よ る と，放射性廃棄物は約0．06kg （内，

低 レベ ル 放射性 廃棄物 は O．058　kg，高 レ ペ ル 放射性廃棄

物はO．OO29　kg） で あ る の に対 して
一

般廃棄物と産業廃

棄物 の 合 計 は 約 3900kg （内訳 は
一re410　kg，し尿294

kg
， 汚泥1392　kg，そ の 他 1813　kg）で あ る。重量の み

で 比較 す る こ と に は注意を要す る もの の ，放射性廃棄物

が量的に 小さい こ とよ り適切 な処 分方法 に よ り安 全 に対

応 す る こ とが難 し くな い こ とを示 して い る 。

　我 が 国に お い て は，高 レ ベ ル 放射性廃棄物 は動力炉 ・

核燃料開発事業 団 東海再処理 工 場 で の み 発 生 し，1995
年 3 月現在 ， 液体約552　m3 が 同施 設 に 貯蔵 さ れ て い る 。

ま た，青森県六 ヶ 所村 に 建設中の 商業 用 再 処 理 施 設 （日

本 原 燃   ） で も，2005年 こ ろ 以 降 に は高 レ ベ ル 放射性

廃棄物 が 発生 す る こ と とな る。電気事業者は ， フ ラ ン ス

の COGEMA 社 お よ び イ ギ リス の BNFL 社 に 使用済 み

燃料 の再処理を委託 して お り，再処理 後 の 高レベ ル 放射

性廃棄物 は ガ ラ ス 固化 され ，我 が 国に 返 還される こ と と

な っ て い る。1995年 4 月 に 1501の ガ ラ ス 固 化体28体 が

フ ラ ン ス よ り返還 され （第 1 回），現在六 ヶ 所村 の 日本

原燃   廃棄物管理 施設 内に一
時貯蔵され て い る 。

　高 レベ ル 放射性廃棄物 は あ とで説 明が あ る よ うに深地

下 に 処分す る こ とが 考 え られ て い る。こ れ は 放射性廃棄

物 の な か で 今後 の 最大の 研究開発対象で あ る とと もに，
そ こ で は 深地下 を利 用 す る とい う点 で も土木工 学 的，地

盤工 学的 な 課題が ある。したが っ て 本小特集 で は 以下 ，

特 に 高 レ ベ ル 放射性廃 棄 物 に 焦 点 を あて て述べ る こ と と

す る。

4． 高 レ ベ ル放射性廃棄物処分の基本的考え方

　　 と地盤工 学的課題

　咼 レベ ル 放射性廃棄物 に 含 まれ る 放射性核種の 主 な も

の は ，ス トロ ン チ ウ ム
ー90 （半減期 28．8年）， セ シ ウム

ー

137 （半減期30．2年）な どの 核分裂生成物 ，な らび に ネ

プ ッ ニ ウ ム
ー237 （半 減期 214万年） や ア メ リ シ ウ ム

ー

24ユ （半減期433年） とい っ た 超 ウ ラ ソ 元 素 で あ る 。 核

分 裂 生 成物は放射能 レベ ル が 高 く量 も多 い が，半減期が

比較的短い もの が 多 い。一
方，超 ウ ラ ン 元 素の 多 くは 放

射能 レ ベ ル は 低 い が 半 減期 が 非常 に 長 い
。 こ の た め，高
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レベ ル 放射性廃棄物自体が有す る放射能 レベ ル は，原 子

炉 か ら取 り 出 した 後 ， 数百 年 間は ス トロ ン チウ ム
ー90や

セ シ ウ ム
ー137 な どの 核分裂生成物 に よ っ て支配さ れ て

い るが，その 後時間の 経過 と と も に大幅 に減少 し，ジル

コ ニ ウ ム
ー93や テ ク ネ チ ウ ム

ー99な どの 長 半 減期 の 核 分

裂生成物 と と も に ネ プツ ニ ウ ム
ー237 や ア メ リ シ ウ ム

ー

241 な どの 超 ウ ラ ン 元素 の寄与が大 き くな る。

　 それ で は，こ の よ うに発生 した 高 レベ ル 放射性廃棄物

を なぜ処分す るの で あろ うか。また，その方法はなぜ地

層処分 な の で あ ろ うか。「分 散 」 か 「閉込 め 」 か の 選択

を考 えた と き，分 散 が，環境中 に 廃棄物 を計 画 的に 放出

し空気お よ び水に よっ て希釈 させ て安全 上 十 分低い レベ

ル にす る操作で あ る こ とか ら ， 放射性廃棄物 の 量が ご く

限 られ て い る場合 に の み可能 とな る こ とがわ か る 。

一
方，

閉込め は，放 射 性 廃 棄 物 が環境中 に 放出 され ない よ うに，

廃 棄 物の 周 囲 に 障壁 （バ リ ア ）を 設置す る こ とで あ る 。

高 レ ベ ル 放射性廃棄物につ い て は ， 原則 と して 分散で は

な く閉込 め で な くて は ならない 。「永久関与」 か 「パ ッ

シ ブ ・
シ ス テ ム 」 か を 考 え る 。 永 久 関与 は，廃棄物 の 長

期 的 安 全 性 を確保 す る た め に ，永久的 に 人 間の 関与を必

要 とす る こ とを意味す る 。
つ ま り ， 無期限 の 長期貯蔵が

そ の例 と して 考 え られ る わけで あるが，こ の場合，制度

的な管理が無期限 に実施で き る と考え るの は 難 し く，そ

の 限度 は200 〜300年以内 と す る の が 今 日の 世界的 な 合

意で ある と考 え られ て い る 。

一
方 ，

こ の よ うな制度的管

理 に依存 しな い 安全対策をパ
ッ シ ブ

・
シ ス テ ム とい う。

数万年以上 の 超長期 の 安全 性 が 求 め られ る高 レベ ル 放射

性廃棄物に は，人 間 に よ る 直接的な管 理 が 保証 さ れ な い

以上，パ
ッ シブ ・シ ス テ ム で な け れ ば な らな い

。 こ れ ら

が，「貯蔵」で は な く 「処分」す る こ との 理由で あ る。「処

分 」 とは，もはや人間が関与 ・管理 しな い 形態を い い ，

人 間の 関 与 を前提 とす る 「管理 」 とは異な っ た 概念 で あ

る。

　高 レ ベ ル 放 射 性 廃 棄物 の 処 分方法 に つ い て は ，宇宙処

分 ， 氷床処分，海洋底下処分，地 層処 分 な どが ，安全性 ，

実現可 能性，不 測 の 事態へ の 対応性な どの 観点か ら検討

さ れ て きた。その 結果，当初地下 の 鉱物資源 が 非常に長

い 時間 に わ た っ て 不 動 化 さ れ て い る こ とに 着 目 して 提案

され た 地 層 処 分が ，その 後の 多 くの 研究 を通じて，最も

適切な 処分 方法で あ る との 認識 に 至 り，今 日そ れ ぞれ の

国情に適 した 地層処分 の 研究開発 が進 め られ て い る。

　地層処分が，今日，高レベ ル 放射性廃棄物対策 と して

国 際的 に も有望視 さ れ る理 由は 以下 の 5 点で あ る 。

　（1） 長期的に 見て ，人 間の 継続 した 関与 な しで も安全

が 確保で きる 処分方法 で あ り，処分後 の 監視 や モ ニ タ リ

ソ グで 継続す る必 要がない 。

　  高レベ ル 放射性廃棄物 が 処分場 に と どま る 限 り，

人 間 とそ の 生活環境が 影 響 を 受け る こ とは な く ， ま た地

下 深部 の 処 分場 へ の 人間の侵入は起 こ り難い こ とか ら安

全性 が 高い 。さらに 放射性核種 が 処分場 か ら移動す る可

能性 に つ い て は，地 下 深 部 に お け る 放射性核種の 挙動 な

どに 関す る 科学的理解 に 基 づ い て 長期的 な予 測 が で き る

　 　 　 　 　 　 　 　 　 3
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見通 しが あ る 。

　（3） 世界各国 に分布す る様 々 な地質環境 に 対応 して 具

体化で き る柔軟性 を備え て い る 。 ま た，高 レ ベ ル 放射性

廃棄物を発生する国 々 が，そ の 自国内に お い て 処分す る

こ とが で きる 可 能 性 が 大 き い 。

　（4） 処 分場 の 建設 に 際 し，鉱 業 や 土 木 丁学 の 分 野 で こ

れ まで に蓄積され て きて い る経験を利用す る こ とがで き

る 。 こ の た め 技術的実現可能性 を 見込 む こ とが で き る 。

　  　高 レ ベ ル 放射性廃棄物を処分 した 後 に そ れ を 取 り

出す こ とは 原則的 に は 考慮 さ れ な い が，何 らか の理 由 に

よ り取り出す こ と が 要請 さ れ た場合，地 層処 分 で は 再 取

出 しは不可能 で は な い 。

　地 層処分に おい て 重要な点は，廃棄物中に 含 ま れ る放

射性核種が 地 下 水 と と も に移動 し，そ の 結果，人閻の 生

活圏に到達 した 場合，放射線 に よ る 人間 へ の 影響 が 無視

し得 る ほ ど小 さ い こ と を科学的に 明 らか に す る こ とで あ

る。そ して，その た め に（1）廃棄物が 地下水 と接触 す る可

能性 を十 分小さ くす る，  も し廃棄物が地下水 と接触 し

た と して も，廃棄物中か ら地下水中へ 放射 性 核種 が 溶 け

出 しに く くす る と と も に，た とえ溶け 出 した と して も処

分場施設外へ 移動 しに くくす る ， （3）もし放射性核種が 処

分場 施 設外に移動 した と して も，人間生活圏 に 至 り有意

な 影響を及ぼさな い よ うに す る，とい う多重 バ リア シ ス

テ ム の 考 えが 採 用 され る こ と とな る。

　高 レ ベ ル 放射性廃棄物 は，ガ ラ ス質 （一般 に は ホ ウ ケ

イ酸ガ ラ ス）に 溶融 さ れ，ス テ ン レ ス などの 金属容器 （キ

Je 　＝ ス タ
ー

） に 封入 され て 固化 さ れ た状態 （こ れ を ガ ラ

ス 固 化 体 と い う）で 30年 か ら50年程度冷却 の た め に 貯

蔵 され る。そ の 後，オーバ ーパ ッ ク と呼 ば れ る 容 器 に封

入 して 安定な地層 中の 深部地下 （数百 m ） に埋設 し，

周囲の 地層 との 間の 空間に は粘土質の 充填物 （緩衝材）

を 詰め る こ とが現在最 も有効な処分方法 で あ る と され る。

多重 バ リ ア シ ス テ ム は，地 下 水 に よ る放 射 性核種 の 溶 出

・移動を効果的 に抑制す る た め に 人工 的 に 設 け ら れ た バ

リ ア （人工 バ リア とい い ，ガ ラ ス 固化体，オーバ ーパ ッ

ク，緩衝材などか ら構成 される） と，地下水の 浄化 ， 分

散，希釈 な どの 機能を 元来備え た地 層 （天 然バ リア とい

う） を組 み 合わせ て 安全確保 を 図 る も の で あ る。こ の 多

重バ リア シ ス テ ム が超長期間 に わ た っ て有効 に機能し，

放射性核種 の 人間生活圏へ の 影響 が 無視 で きる こ とを 科

学的 に示 す た め に は，多重パ リア シ ス テ ム 全体 に つ い て

の 長期的安全評価 が重要な 課題 とな る。こ の 評価に お い

て は ， 熱や 地 下 水 の流 れ 方，さ ら に は地 層中で 起 こ る 様

々 な化学反応や物質輸送な どが相 互 に影響を 及 ぼ し合 う

複雑 な系 を 対象 とす るた め，多重 バ リア シ ス テ ム に おけ

る 個 々 の 諸機能に 影 響す る因子 ，現象な どを科学的に解

明 し，そ の 有効性 を 定量的 に 明らか に しなけ れ ば な ら な

い
。 ガ ラ ス の 溶解 ， オーバ ーパ ッ ク

・キ ャ ニ ス ターの 腐

食，緩衝材
．
の 吸着特性な ど，い くつ か の 主要な現象に つ
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い て は，現在 まで の 研 究 成果 に よ り基 本 的 な 挙動が 明ら

か に な りつ つ あ る 。

　高 レ ベ ル 放射性廃棄物処分 の 概念的検討 が 進 む な か で

土木 τ学的，地盤工 学的な課題 も整理 され，次の よ うな

もの が 挙げ られ て い る 。

　（D　処分場の 設計 ・建設 ・操業 な ど に 関 して は，種 々

の 要素技術に 基づ い た総合的 な解析技術，調査技術，施

⊥ 技術 な どの
一

層 の 向上が重要 で あ り ， 坑道な どの 空洞

の 長期安定性 につ い て も検討 を 要す る。硬岩 ・蠍 岩 とも

に我 が 国 の 地質環境 に 柔軟 に 対応 で き る処分 施設の 設計

要 件 を提 示 し，空洞 安 定 性 や熱 的 安 定 性 な ど に 関す る 解

析手法を開発 して い く必要 が あ る。ま た ， 立 坑 や 処 分 坑

道の建設技術の 検討 や，処分坑道 へ の 固化体定置技術な

どの 操業シ ス テ ム に関 す る要素技術 の検討，閉鎖技術 に

関 して 材料 開発や 設計手法 と施工 技術 の 開発，設計要件

の 検討 な どが 不 可欠 とな る 。 さ ら に は，設 計 ・建設 ・操

業 ・閉鎖な どの 全体 ス ケ ジ ュ
ー

ル，モ ニ タ リ ソ グ技術 ，

所要の 資材の 調達 ， 輸送 な どを含 む総合的 な経済的合理

性の 評価 も重要で ある。

　  　人 工 バ リア に 関 して ，オ
ーバ ーパ ッ ク に つ い ては，

炭素鋼 は もち ろ ん そ の 他 の 材 料 に つ い て も長期的耐久 性

研究，溶接 の 健全性 とい っ た製作
・
施 工 技術 の開発 と品

質管理 手法の検討，遮蔽性 に関す る解析手法 の 開発 が重

要 となる。緩衝材 に つ い て は，粘土材料を 中心 に物性評

価 や設 計 要 件，施 工 技術や 品質管 理 が重要 で あ る と と も

に ，粘土 材料以外の 新 しい 材料 の 可能 性 調 査 と施工 法検

討が求め られ て い る 。 そ して，人工 バ リア 全体 と して の

搆造力学的安定性 や耐震安定性評価，吸着性能や 非透水

性能評価が重要で あ る。

　（3） 地 質環境特性 に 関 して は，表 層 か ら地 下深部 まで

の岩石 の 性質や 分布，連続性 お よ び 断層破砕帯 の 特 性 と

い っ た 地質構造 ， 地 下 水 の 涵養量，岩盤 の透水性，動水

勾配分布 とい っ た地下水流動，pH や酸化還元電位 とい

っ た 地 下水化学，深部岩盤 の 力学特性，深部岩盤中 で の

物質移動 に関す る調査 ・計測技術 や機 器 の 開発 ・改 良を

進め ， 信頼性 の 高い 情報 を 収集す る こ とが 重要 で あ る 。

ま た，坑道掘削や人工 物 の 構築 に 伴 う こ れ らの 特性 へ の

影響 を 評価 す る必 要がある。

　  　地質環境 の 長期安定性 に関 し て は，火成活動，地

震活動，断層活動，隆起 ・
侵食，気 候 変 動，海 面 変動 な

どの 自然現象に つ い て ，我 が 国 に お け る特徴 に 留意 しつ

つ
， こ れ らの 活動の 履歴 を調査 す る と と もに，そ れ らが

多重バ リア シ ス テ ム に 与 え る影響 の 可能性を検討す る必

要が あ る 。

　  　 そ の ほ か，性能評価 シ ナ リオ の 検討，ニ ア フ ィ
ー

ル ド性能評価モ デル の 信頼性 向上 ， データベ ース の 整備

・
充実，フ ァ

ー
フ ィ

ー
ル ドや人間環境 まで も含 め た処 分

シ ス テ ム の 性能評価解析機能 の 充実，ナ チ ュ ラル アナ ロ

グ 研究 の 適用 な どを検討 す る こ と も求 め られ て い る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （原稿受理 　1998．622 ）

　 土 と基礎，46− 10 （489）
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